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利用者の皆様へ 
 本書は平成 19 年 10 月時点での推計手法の解説であり、今後、記載
内容等の変更があり得ますが、国民経済計算のユーザーの利便性に配
慮し、今般公表いたしました。 
 本書についてのお問い合わせは、内閣府経済社会総合研究所国民経
済計算部企画調査課あてご連絡下さい。 
 

電話番号 
０３－３５８１－０６３１（ダイヤルイン） 



93SNA 推計手法解説書の改訂に際して 
 
 
 内閣府経済社会総合研究所は、国際連合によって勧告された『1993 年改訂 国民経

済計算の体系（93SNA）』に準拠して、国民経済計算の作成・公表を行っている。そ

うして作成された情報は、我が国の経済動向分析、政策の検討・立案、各種の調査研

究のための基礎資料として幅広くご利用いただいている。 
本書の初版は、平成 12 年に我が国が 93SNA に移行した際に、推計方法及び基礎統

計を利用者に紹介する目的から作成したものである。今回の改訂では、その後の推計

手法の変更などを反映させるなど、内容の見直しを行ったものである。 
なお初版では、年次推計に重点を置きつつ速報推計についても言及してきたが、初

版作成後に専ら速報の推計方法を扱った「四半期別ＧＤＰ速報（ＱＥ）の推計方法」

も公表し、さらには 93SNA 導入に関して詳説した「我が国の 93ＳＮＡへの移行につ

いて（暫定版）」も公表したことも鑑み、今回の改訂では特に年次推計に焦点を当てて

推計方法を紹介することとした。 
現在『国民経済計算』は 53SNA、68SNA、93SNA を経て、SNA.Rev1 への移行が

予定されている。このような SNA 体系の変更に伴い、個別の勘定の表象や記録する

概念の変更が予想されており、推計方法もより緻密なものへと進化し続けていくこと

が見込まれる。また『国民経済計算』は、本年の統計法改正によって基幹統計と位置

付けられ、より一層重要な役割が期待されている。 
こうした状況を踏まえれば、『国民経済計算』の概念や推計方法について一層周知に

努めるとともに、『国民経済計算』を利用される方々との対話の充実が求められている

と認識している。本書の内容はもとより、『国民経済計算』の作成全般に関して、利用

者の皆様から忌憚のないご意見を頂戴できれば幸いである。 
今後も利用者の皆様にお使い頂きやすいように、随時本書を充実させるべく引き続

き努力して参りたい。 
 
平成 19 年 10 月 

 
内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 

大脇 広樹 
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